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　〔1〕  運輸部門におけるCO²  の排出の現状

　　(1)  輸送機関別のCO²  排出割合

  地球温暖化の緩和策については、COP21 において採択された「パリ協定」を踏まえ、政府は地球温暖化対策の
総合的かつ計画的な推進を図るための「地球温暖化対策計画」を平成28 年5 月に策定した。同計画に基づき、
我が国におけるCO₂総排出量の約２割を占める運輸部門における排出量削減施策等に取り組んでいる。

４．　運輸部門における環境対策及び公害対策の現況

33



　　(2)  輸送量あたりのCO²  の排出量

34



 〔2〕  環境対応車の各県別普及状況

福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 合計 全国 対全国比

6,128 1,255 1,089 1,951 1,886 1,083 1,634 15,026 107,705 13.95%

110 16 0 1 12 0 0 139 3,036 4.58%

200 29 8 16 0 1 39 293 9,673 3.03%

4,380 851 934 1,729 1,062 741 1,202 10,899 122,127 8.92%

377,274 62,128 78,618 137,852 86,286 81,335 117,957 941,450 8,362,819 11.26%

388,092 64,279 80,649 141,549 89,246 83,160 120,832 967,807 8,605,360 11.25%

40.10% 6.64% 8.33% 14.63% 9.22% 8.59% 12.49% 100.00%

1,895,148 319,182 405,708 689,167 452,180 431,497 605,506 4,798,388 46,808,196 10.25%

［備考］

※大型特殊自動車、被けん引車、軽自動車は除きます。

出典：低公害車の種別及び保有台数については、一般財団法人自動車検査登録情報協会「わが国の自動車保有動向」

〔3〕　公共交通機関の利用促進等(エコ通勤優良事業所認証制度)

九州運輸局管内　県別・業種別認証取得事業所数

福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県
その他

（管外・共
同申請）

合計

1 1 2

5 1 1 1 8

7 2 5 2 1 1 3 21

1 1

5 2 7

1 1 2

64 1 2 2 2 1 6 78

83 3 8 5 3 3 5 9 119

　数値は保有車両数を示します。（道路運送車両法第１５条もしくは第１６条により抹消登録された車両は含みません。なお、
自動車検査証の有効期限が切れている車両も含まれています。）

プラグインハイブリッド自動車

ハイブリッド自動車

合　                     　計

低公害車県別割合 （各県/九州）

全自動車保有台数

ＣＮＧ自動車

九　州　の　低　公　害　車　保　有　台　数

低  公  害  車  種  別

電気自動車

燃料電池自動車

平成31年3月末現在

　「エコ通動優良事業所認証制度」(平成21年6月創設) は、エコ通勤に関する意識が高く、エコ通勤に関する取組
みを自主的かっ積極的に推進している事業所を 「エコ通勤優良事業所」 として認証し、その取組み事例を広く国
民に周知することにより、 エコ通勤の普及促進を図ることを日的とするものである。

（令和元年12月末現在）

自 治 体 （ 県 ）

自治体（市町村）

合 計

国 の 機 関

一 般 廃 棄物 処理
業

倉 庫 業

Webコンサルティング業

金 融 業
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 　(1)  省工ネ法に基づく取組み

特定輸送事業者の指定基準

区分 輸送能力 貨物 旅客

鉄道 車両数 ３００両 ３００両

自動車 台数 ２００台
バス　２００台

タクシー　３５０台

船舶 総船腹量 ２万総トン ２万総トン

航空機 総最大離陸重量

九州運輸局管内　特定輸送事業者数

業種（輸送区分） 事業者数

鉄道旅客 2

自動車貨物〈事業用） 20

自動車貨物（自家用） 8

自動車旅客（バス） 13

船舶貨物 3

船舶旅客 4

合計 50

令和元年12月末現在

　 (2)　グリーン経営の推進（グリーン経営認証制度）

九州運輸局管内のグリーン経営認証登録事業所数

業種 九州管内 全国

トラック 406 5,286

バス 4 278

タクシー 8 418

旅客船 1 9

内航海運 1 31

港湾運送 1 80

倉庫業 72 583

合計 493 6,685

　一定基準以上の輸送能力を有する輸送事業者は「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」
（省エネ法）に基づき「特定輸送事業者」として指定を受け、年間のエネルギー使用量等及び省エネ
計画の提出が義務づけられている。

９，０００トン

　グリーン経営（環境負荷の少ない事業運営）とは、自主的・継続的に環境対策を進めながら、環境保
全と経営向上の両立を目指した企業経営のあり方のことである。
　グリーン経営認証は、「（公財）交通エコロジー・モビリティ財団」が認証機関となり、グリーン経営推進
マニュアルに基づいて一定のレベル以上の取組みを行っている事業者に対して、 審査の上認証・登
録を行う制度であり、中小規模が大半の交通事業者が、環境マネジメントシステムに関する国際規格
ISO１４００１に代わって容易に取り組める内容となっている。

　　　　　　令和元年12月末現在

〔4〕　運輸事業者等における環境に配慮した取組み
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(ｴ)　朝ラッシュ時（１時間帯）の混雑状況

運転本数 延車両数 輸　送　力 輸 送 人 員 混 雑 率 集 中 率

（本） （両） （人） （人） （％） （％）

九 州 旅 客 鉄 道 二 日 市 ～ 博 多 7:21 ～ 8:21 11 85 10,120 9,753 96.4 23.0

西 日 本 鉄 道 薬 院 ～ 平 尾 8:00 ～ 9:00 18 116 14,144 20,203 142.8 25.3

筑 豊 電 気 鉄 道 萩 原 ～ 熊 西 7:00 ～ 7:59 10 19 976 1,017 104.2 23.1

島 原 鉄 道 幸 ～ 小野本町 7:00 ～ 8:00 6 12 1,368 448 32.7 47.1

熊 本 電 気 鉄 道 亀 井 ～ 北 熊 本 7:30 ～ 8:30 4 8 1,090 888 81.5 47.5

福 岡 市 大濠公園 ～ 赤 坂 8:00 ～ 8:59 20 120 16,200 22,944 141.6 28.5

甘 木 鉄 道 大 板 井 ～ 小 郡 6:49 ～ 7:44 4 5 600 306 51.0 25.0

南 阿 蘇 鉄 道 高 森 駅 ～ 中 松 駅 11:30 ～ 12:25 2 6 266 238 89.4 49.8

松 浦 鉄 道 野 中 ～ 左 石 7:00 ～ 8:00 4 6 750 475 63.3 39.8

平 成 筑 豊 鉄 道 直 方 ～ 南直方御殿口 7:00 ～ 8:00 4 4 472 292 61.8 37.8

く ま 川 鉄 道
肥 後 西

村
～ 相良藩願成寺 6:30 ～ 7:30 1 3 327 444 135.8 59.7

肥薩おれんじ鉄道 折 口 ～ 野 田 郷 7:00 ～ 8:00 2 4 468 350 74.8 45.3

北九州高速鉄道 片 野 ～ 香春口三萩野 7:30 ～ 8:30 9 36 3,528 2,862 81.1 21.1

長 崎 電 気 軌 道 平和公園 ～ 原爆資料館 8:00 ～ 9:00 36 36 2,556 1,626 63.6 22.4

熊 本 市 新水前寺駅前 ～ 味噌天神前 7:30 ～ 8:30 21 21 1,276 1,273 99.8 19.7

鹿 児 島 市 南鹿児島駅前 ～ 涙 橋 7:30 ～ 8:30 20 20 1,280 1,444 112.8 25.3

資料：鉄道部計画課

軌
　
　
　
　
道

（注）１．混雑率＝最混雑区間輸送人員÷最混雑区間輸送力×１００

　　　２．集中率＝ラッシュ時間帯通過人員÷同一方向終日通過人員×１００

(平成30年度）

区分 事　業　者　名 最　混　雑　区　間 ラッシュ時間帯

鉄
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
道
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（２）　地域公共交通バリア解消促進等事業補助金交付実績

年 度 県 名 交付対象事業
補助対象経費

（千円）
国庫補助額

（千円）

西日本鉄道(株) ＨＶ（ハイブリッド）ノンステップバス(２台) 47,672

西日本鉄道(株) ノンステップバス（８６台） 1,612,432

西 鉄 バ ス 北 九 州 (株) ノンステップバス(１５台) 297,720 10,130

(株)福岡交通センター （バスターミナル） 低床型券売機 3,200 871

西肥自動車(株) (バスターミナル)身障者トイレ設置ほか 19,932 5,434

西肥自動車(株) (バスターミナル)多言語情報提供案内板 298 27

西肥自動車(株) ホームページ改良 2,800 793

鹿児島市交通局 ノンステップバス（１台） 16,133 650

（一社）鹿児島県バス協会 バス停留所利用環境改善 3,549 1,028

西日本鉄道(株) ＨＶノンステップバス(２台) 51,798

西日本鉄道(株) ノンステップバス（８６台） 1,659,464

西 鉄 バ ス 北 九 州 (株) ノンステップバス(１５台) 303,195 8,710

(株)福岡交通センター （バスターミナル） 低床型券売機 3,200 1,066

熊本 熊本県バス協会 ＩＣカード導入 572,873 120,875

313,420 104,473

113,702 37,900

西日本鉄道(株) ノンステップバス(７７台) 1,479,549 36,374

西日本鉄道(株) 待合施設　（１基） 3,172 1,057

西日本鉄道(株) バスロケーションシステム 9,539 1,493

北九州市交通局 ノンステップバス(３台) 65,164 4,200

西鉄バス北九州(株) ノンステップバス（２５台） 454,058 8,979

大分 大分バス(株) バスロケーションシステム 11,820 3,925

熊本 熊本県バス協会 ＩＣカード相互利用機能向上 211,013 34,334

28 福岡 西日本鉄道(株) 待合施設　（１基） 5,677 1,892

福岡 西日本鉄道(株) 待合施設　（１基） 6,160 2,053

福岡 西鉄バス北九州(株) ノンステップバス　（６台） 119,772 3,486

福岡 西日本鉄道㈱ ノンステップバス（６０台） 1,182,820 27,410

福岡 西鉄バス北九州㈱ ノンステップバス（１７台） 336,991 8,695

福岡 昭和自動車㈱ ノンステップバス（３台） 61,500 2,550

大分 大分バス㈱ ノンステップバス（４台） 76,000 5,600

鹿児島 鹿児島市交通局 ノンステップバス（４台） 87,177 2,980

30 福岡 西日本鉄道㈱ 待合施設（１基） 5,360 1,786

※地域公共交通バリア解消促進等事業の概要は以下のURLを参照してください。
※http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000041.html　（国土交通省HP）

27

福岡

26

福岡

29

29
（補正）

63,956

交付対象事業者

25

福岡

長崎

鹿児島

51,189

宮崎 宮崎交通(株) ＩＣカード導入
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（３）　交通サービスインバウンド対応支援事業補助金交付実績

年 度 県 名 交付対象事業
補助対象経費
（千円）

国庫補助額
（千円）

西日本鉄道(株) ノンステップバスの導入　（８４台） 1,653,621 37,210

昭和自動車(株) ノンステップバスの導入　（３台） 59,250 1,425

西鉄バス北九州(株) ノンステップバスの導入　（１５台） 297,225 7,612

佐賀市交通局 ＩＣカードシステムの導入 145,044 48,348

佐賀市交通局 車内の次停留所表示の多言語化 1,296 432

長崎自動車(株) 無料公衆無線ＬＡＮの整備・案内標識の多言語化 6,416 2,138

九州急行バス(株) 車内の案内放送の多言語化 755 251

大分バス(株) ＩＣカードシステムの車載器の導入 3,951 1,317

大分交通(株) ＩＣカードシステムの車載器の導入 1,218 406

大分バス(株) ノンステップバスの導入　（２台） 42,200 2,800

大分バス(株) 車両の次停留所表示・案内放送の多言語化 2,390 796

大分交通(株)　 車内の案内放送の多言語化 183 61

西日本鉄道(株) ノンステップバスの導入　（５７台） 1,127,881 28,140

昭和自動車(株) ノンステップバスの導入　（３台） 59,250 1,425

北九州市交通局 ノンステップバスの導入　（１台） 22,000 1,400

長崎 長崎自動車(株) ノンステップバスの導入　（２０台） 466,500 28,000

大分バス(株) ノンステップバスの導入　（４台） 78,472 5,600

大分バス(株) 車両の次停留所表示・案内放送の多言語化 1,389 463

亀の井バス(株) ノンステップバスの導入　（３台） 51,600 2,700

宮崎 （有）高山三幸観光・宮崎 リフト付バスの導入　（１台） 37,850 1,675

鹿児島 鹿児島市交通局 ノンステップバスの導入　（１０台） 216,453 8,218

福岡 西日本鉄道(株) 案内標識の多言語化 932 310

昭和自動車(株) ＩＣカードシステムの導入 113,795 37,909

佐賀市交通局 ＩＣカードシステムの機能向上 17,580 5,860

佐賀市交通局 バスロケーションシステムの導入 9,699 3,233

JR九州バス(株) バスロケーションシステムの導入 1,364 454

大分 大分交通(株) 車両の次停留所表示の多言語化 11,400 3,800

鹿児島交通(株) 無料公衆無線LANの整備 1,200 333

鹿児島交通(株) 案内標識の多言語化・案内放送の多言語化 1,252 417

佐賀 昭 和 自 動 車 ㈱ 　ＩＣカードシステムの導入 7,755 2,585

佐賀 祐 徳 バ ス ㈱ 　ＩＣカードシステムの導入 182,127 60,709

福岡
鹿児島

JR 九 州 バ ス ㈱ 　バスロケーションシステムの導入 5,979 1,870

佐賀 祐 徳 バ ス ㈱ 　バスロケーションシステムの導入 5,568 1,856

大分 大 分 バ ス ㈱ 　バスロケーションシステムの導入 79,669 26,556

大分 大 分 交 通 ㈱ 　バスロケーションシステムの導入 48,324 16,108

大分 亀 の 井 バ ス ㈱ 　バスロケーションシステムの導入 28,217 9,405

鹿児島 鹿 児 島 市 交 通 局 　バスロケーションシステムの導入 26,747 8,915

福岡 西 日 本 鉄 道 ㈱ 　案内標識の多言語化・案内放送の多言語化 539 179

福岡 西 鉄 バ ス 北 九 州 ㈱ 　案内標識の多言語化・案内放送の多言語化 109 36

福岡
鹿児島

JR 九 州 バ ス ㈱ 　案内標識の多言語化・案内放送の多言語化 300 99

長崎 長 崎 県 交 通 局 　案内標識の多言語化・案内放送の多言語化 38,985 12,995

大分 大 分 交 通 ㈱ 　案内標識の多言語化・案内放送の多言語化 9,000 3,000

福岡 西 日 本 鉄 道 ㈱ 　バスロケーションシステムの導入 7,365 2,455

福岡 西 日 本 鉄 道 ㈱ 　無料公衆無線LANの整備 970 323

長崎 西 肥 自 動 車 ㈱ 　無料公衆無線LANの整備 750 250

鹿児島 鹿 児 島 交 通 ㈱ 　無料公衆無線LANの整備 5,950 1,983

鹿児島 鹿 児 島 交 通 観 光 バ ス ㈱ 　無料公衆無線LANの整備 850 283

鹿児島 南 国 交 通 ㈱ 　無料公衆無線LANの整備 5,600 1,866

※交通サービスインバウンド対応支援事業の概要は以下のURLを参照してください。
※http://www.mlit.go.jp/kankocho/page08_000077.html　（観光庁HP）
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交付対象事業者

28

佐賀

長崎

大分

福岡

29
（補正）

29

佐賀県

鹿児島

28
（補正）

福岡

大分
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１２．自動車の整備の現況 

 

〔１〕 自動車の整備の概況 

(1) 自動車整備事業の認証・認定・指定制度の概要 

 

 

事

項
自動車分解整備事業の認証 優良自動車整備事業者の認定 指定自動車整備事業の指定

概
　

　

　

　
　

　

要

１．自動車分解整備事業を経営
　しようとする者は、 事業場ご

　とに地方運輸局長の認証を受け

　なければならない。

２． 認証基準
　(1)　事業場の設備

　　①　規定の寸法の屋内作業場

　　　（車両整備作業場、 部品整

　　　備作業場、 点検作業場）
　　　及び車両置場を保有するこ

　　　と。

　　②　規定の点検整備用機器を

　　　保有すること。
　(2)　整備士

　　①　分解整備に従事する従業

　　　員 （整備主任者を含む）
　　　の数を４で除して得た数以

　　　上が整備士の資格を有して

　　　いること。（その数に１未

　　　満の端数があるときはこれ
　　　を１とする）

１．申請により、 事業場ごとに
　地方運輸局長が認定を行う。

２．認定基準 （別表）

　(1)　優良な設備

　(2)　　〃　技術
　(3)　　〃　管理組織

１．申請により、 事業場ごとに地
　方運輸局長が指定をすることが

　できる。

２．指定基準

　(1)　認証を受けていること。
　(2)　設備、 技術、 管理組織等

　　について、 指定自動車整備

　　事業の指定基準に適合してい

　　ること。
　(3)　自動車検査員 （整備主任

　　者として１年以上の実務経験

　　を有し、 地方運輸局長の教習

　　を修了した者） を選任するこ
　　と。

　(4)　検査設備について、 自動

　　車検査用機械器具 （８品目）
　　を保有していること。

道

路
運

送

車

両
法

第78条

第80条
第94条 第94条の２

省

　

　

　
令

道路運送車両法施行規則

 （ 昭26. 8.16 運輸省令74号）

第57条

優良自動車整備事業者認定規則

 （ 昭26. 8.10 運輸省令72号）

指定自動車整備事業規則

 （ 昭37. 9.26 運輸省令49号）

通

　

　
　

達

自動車分解整備事業認証業務資料の送付

について
 （ 昭26.10.10 自整第47号）

優良自動車整備事業者認定規則の運用に

ついて （依命通達）
 （ 昭42. 1.21 自整第７号）

自動車分解整備事業の認証及び指定自動

車整備事業の指定に係る取扱い及び指導

の要領について
 （ 平14. 7. 1 国自整第63号）

138



(2) 優良認定基準の概要 

(注)１．「優良自動車整備事業者認定規則」及び「優良自動車整備事業者認定規則の運用について」による。 

２．認証基準で定める車両整備作業場及び点検作業場の面積 

３．屋内「指定整備工場の検査設備として完成検査場を有している場合（共同設備を使用する場合を含む。）は、当該完成検査場で 

足りる。」 

 （一　種）  （二　種） 

工 員 数 10人以上
４人以上

（ただし、対象車

種により５人以上）

５人以上 ３人以上 ３人以上 ３人以上 ７人以上

整 備 士 数 ４人以上 ２人以上 ２人以上 ２人以上 ２人以上 ２人以上 １人以上

整 備 士
保 有 割 合

1／3以上 1／3以上 － － － － －

屋 内 現 車

作 業 場
注２×1.6以上 注２以上 60㎡以上 50㎡以上 35㎡以上 35㎡以上

分解組立
作業場

20㎡以上

屋 内 整 備

作 業 場
－ － － － 20㎡以上 20㎡以上 60㎡以上

そ の 他 の
作 業 場

車 両 又 は
受 注 品

置 場

屋内整備作業
場の10％以上の

面積

完 成

検 査 場
－ －

完成検査の作業

を行うために十

分な面積

洗 車 又 は
洗 浄 場

－ －

原動機の洗浄を

行うために十分
な面積

整 備 用

機 器

認証工場の設備

機器の他17品目

認証工場の設備

機器の他７品目
17品目 15品目 21品目 22品目 47品目

事 業 場

管 理

責 任 者

１人 １人 １人 １人 １人 １人 １人

主 任
技 術 者

１人 １人 １人 １人 １人 １人 １人

　　認定の

　　　 種類
項目

車　体　整　備
電気装置整備 タイヤ整備 原動機整備

機械の配置及び作業性からみて十分な面積

屋内現車作業場の30％以上の面積

完成検査の作業を行うために十分な面積

－ 洗車作業を行うために十分な面積

特　　　殊　　　整　　　備　　　工　　　場
 １　　　種
整備工場

 ２　　　種
整備工場
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150
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156



157



158
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160



161



162



163



164



165



166



167



168



169



170



171
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174



175



176



177



178



179



180



181
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〔2〕造船事業の現況（資料編）

　（1）造船事業場数（県別・局別・能力別等）

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

山口

計

　（2）造船設備（船台・ドック）基数　（県別・局別・能力別等）
（平成31年4月1日現在）

建造 修繕 建造 修繕 建造 修繕 建造 修繕 建造 修繕 建造 修繕 建造 修繕 建造 修繕

福岡 1 2 3 3 3 1 4

佐賀 1 1 1

長崎 3 4 1 2 1 2 3 2 5 7 15 16 2 3

熊本 2 1 1 4 7 7 8 2 1

大分 4 4 2 1 1 2 9 5 2

宮崎 1 1

鹿児島 1 1 6 1 7

山口 3 4 3 7 7 11 1 1

計 6 5 1 6 1 11 10 1 3 15 33 43 51 6 12

16

198

23

17

7

2010

18

40

8

12

小型船造船業
登録事業場数

造船業
届  出

事業場数

純事業
場  数

106

10

10

2

9

18

48

3

6

123

15

13

7

32

73

10

9

21

2

6

計

67

11

5

1

12

1

1

3

1

1

未　満

8

1

2

7

8

4

Ｇ／Ｔ

32

6

4

1

2

Ｇ／Ｔ未満 Ｇ／Ｔ未満

県・局別

県別

100,000

Ｇ／Ｔ

以　上

6

1

4

1

Ｇ／Ｔ未満 Ｇ／Ｔ未満

Ｇ／Ｔ以上
Ｇ／Ｔ以上

30,000
Ｇ／Ｔ以上 Ｇ／Ｔ以上

以　上 150,000 100,000 Ｇ／Ｔ未満 5,000 3,000

区分 造　船　法　許　可　設　備　基　数

150,000 100,000 30,000 5,000 3,000 500

計 工
作
台

補
助
設
備

500
Ｇ／Ｔ未満

Ｇ／Ｔ Ｇ／Ｔ以上

Ｇ／Ｔ

500

(工作台のみ)

その他

造船法許可事業場数

県別

区分

県・局別

100,000

3,000～

3,000

500～

1

5

1

Ｇ／Ｔ

20

4

1

8

204



205



206



207



また、売上が期待できる SG（スペシャルグレード）競走が、平成 30年度管内では、 
若松、芦屋の 2競走場で開催された。 

年度
競走場

下 関 32,644 31,931 53,683 14,630 27,213 23,604 23,157 67,550 70,871

若 松 32,713 36,841 49,110 58,372 80,488 70,500 73,070 84,363 78,887

芦 屋 30,343 30,400 41,490 26,093 34,737 43,563 42,135 54,342 62,617

福 岡 70,915 70,230 122,500 53,084 40,861 38,903 44,000 46,122 43,732

唐 津 29,695 30,180 41,449 20,924 31,862 31,462 36,208 47,714 47,147

大 村 27,757 25,386 40,218 34,544 39,164 49,892 47,072 57,677 72,837

計 224,067 224,968 348,450 207,647 254,325 257,924 265,642 357,768 376,091

全 国 1,174,524 1,429,209 2,213,746 1,007,514 995,288 1,042,282 1,111,151 1,237,880 1,372,792

（単位：百万円）

H30H29S50 S60 H3 H27 H28H19 H26

 
(2) 利用者数の推移 

管内の競走場の平成 30 年度の利用者数は 8,739 万人で、対前年度比 10.3％の増加となっ
た。（全国：3億 2,994万人、対前年度比 12.9％の増加） 

(単位：千人）

年度
競走場

下 関 1,407 885 1,548 1,817 5,540 6,196 6,458 6,196 16,206

若 松 1,528 937 1,080 5,826 15,023 15,239 16,284 15,239 17,828

芦 屋 1,121 862 967 2,586 6,118 7,718 9,345 7,718 13,740

福 岡 2,572 1,680 2,606 4,130 7,560 8,218 10,086 8,218 12,137

唐 津 1,066 774 924 2,276 5,839 6,175 8,360 6,175 11,771

大 村 1,026 673 887 4,969 7,356 10,010 10,415 10,010 15,712

計 8,720 5,811 8,012 21,604 47,436 53,556 60,948 53,556 87,394

全 国 45,007 34,159 45,809 97,794 191,410 217,114 253,135 217,114 329,949

（注）昭和50年度、60年度の数値は、本場入場者である。

H30H29S50 S60 H3 H27 H28H19 H26
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１９．船員労働の概況

　〔1〕　船員の最低賃金の概要

　（1）　内航鋼船及び木船運航業最低賃金(月額)

表－3

賃 金 額

適用地域
(注)若年船員

円 円 円 円

233,100 ―

九州運輸局 232,000

表－4

賃 金 額

適用地域

246,450

事務部職員 192,350

九州運輸局 243,650 176,010

表－5

賃 金 額

適用地域
円 円 円 円

203,300 ― 　　― ―

九州運輸局 　― 　　―

遠洋まぐろ 大型いか釣り

   ※大中型まき網特例地区　大分県

全国
185,000 R2.1.17

　（3）　漁業最低賃金（月額）

最　低　賃　金（ 一 人 歩 船 員 ）

円

199,300 H26.12.20

効 力 発 生
年 月 日

全国

　（2）　海上旅客運送業最低賃金（月額）

最　　　　低　　　　賃　　　　金

職　　　　員 部　　　　員

効 力 発 生
年 月　日

円 円

沖合底びき網
大 中 型 ま き 網

185,000 195,000 180,500 R1.5.12

R2.1.17

R1.5.12

181,650

R1.5.12

特例地区

190,950

　　ての作業が進められている。

　　　令和元年度、国土交通大臣決定の最低賃金は、遠洋まぐろ、大型いか釣りを除く業種が諮問され、

　　改正が行われた。

　　　九州運輸局長決定の最低賃金は、4業種全てについて、令和元年8月15日に諮問され、改正に向け

最　　　　低　　　　賃　　　　金

効 力 発 生
年 月　日は し け 長

職　　　　員 部　　　　員

　(注)　若年船員　船舶職員養成施設のうち特定の養成施設の課程を修了した後の勤務期間が、当該課程ごとに定める期間に
         満たない者

海上経験3年
未満の部員

全国

248,450 248,450 189,850 180,550

円

249,550
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